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令和３年度 施政方針総括





令和３年度施政方針の総括 

１ 市政運営の基本方針について 

令和３年度は、新型コロナウイルスの世界的な感染拡大に伴

い本市の社会生活や地域経済に様々な影響が生じる中、市民の

安全・安心な生活の確保と持続可能な行政サービスを提供する

都市経営の実現に向けて、「新型コロナウイルス感染拡大への対

応」、「都市再生の推進」、「稼ぐ力の強化」、「防災対策の強化」

の４点に重点をおき、市政運営に取り組んできた。 

 

以下、総合計画に掲げた４本の柱に沿って、施政方針の主な

取組みを中心に総括する。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 総合計画に掲げた４本の柱における主要事業について 

（１）元気を育むまちづくり 

・新型コロナウイルス感染症対策については、公共施設や学校

への赤外線カメラ温度測定システムの配備や児童生徒の飛沫

防止用シールドの設置などを実施した。また、新型コロナワ

クチン接種を推進し、感染の拡大防止、重症化防止を図った。 

・高齢者福祉については、認知症の人やその家族の支援ニーズ

と認知症サポーターをつなぐ「チームオレンジ」の仕組みづ

くりに着手した。 

・市民の健康づくりについては、令和３年度から保健事業と介

護予防の一体的事業をスタート。住民主体の通いの場である

介護予防教室に専門職がかかわり、健康教育や健康相談を実

施し、健康課題を抱える高齢者には個別対応を行うなど、き

め細やかな支援を行った。 

・教育活動の充実については、小中一貫コミュニティ・スクー

ルの令和４年度全学園での導入に向け、先行導入事例の分析



や説明会、研修会を実施した。 

・教育環境の充実については、県立特別支援学校の令和７年度

開校にむけ、用地の造成工事に着手した。また、学習用タブ

レットを全児童生徒に配付するため追加購入した。 

・特別支援教育については、特別支援教育アドバイザーを増員

するなど、指導力の向上や校内体制の充実を図った。 

・保育事業については、保育所のＩＣＴ化の推進、第三者評価

の受審補助など保育の質向上の取り組みを実施した。また、

待機児童解消のため、保育所の分園設置による定員増、保育

士確保支援を実施した。 

・児童虐待防止の取り組みについては、児童虐待防止の強化等

を目的に子ども基本条例の条例改正を行った。 

・男女共同参画社会の実現に向けた取り組みについては、講演

会やセミナーを開催し、男女共同参画、女性活躍推進の啓発、

女性の就労・起業に向けた支援を行った。 

 

 

（２）賑わいのあるまちづくり 

・商工業の振興については、デジタル化相談窓口の新設や補助

制度等により、新たなビジネス展開やＩＣＴ化を支援した。

また、地域経済活性化等を目的に、先払い式応援チケットや

商工会と連携した電子プレミアム付き商品券などの消費喚起

策を実施した。 

・起業・創業の促進については、商工会や fabbit 宗像などの関

係機関と連携し、創業希望者への情報提供や相談対応、各種

セミナーの実施、補助制度による事業立ち上げを支援した。 

・観光産業の振興については、宿泊の補助制度等により宿泊需

要の喚起と消費の拡大を図った。また、宗像観光協会が観光

地域づくり候補法人に登録され、活動を開始した。 

・離島の振興については、大島の遊休資産への事業者の進出を

促すとともに、ワーケーションの実証事業や空き家を活用し

たお試し移住事業を実施した。また、地島の特産品である椿

油やわかめのブランド化に向けた取組みを継続して支援した。 

 



・農業の振興については、国の制度や補助事業などを活用し、

経営規模の拡大、農作業の効率化や省力化の推進、新規就農

者の確保育成、地域農産物の消費拡大に取り組んだ。 

・漁業の振興については、水産物の高付加価値化に向けた新商

品開発やフェアの開催などに取り組んだ。また水産資源回復

や藻場再生事業を実施した。 

・スポーツ観光の推進については、宿泊型の大規模大会を補助

する制度を創設し、グローバルアリーナに３つの種目（ハン

ドボール、バスケットボール、ラグビー）の大会を誘致した。 

 

（３）調和のとれたまちづくり 

・定住化の推進については、子育て支援や教育環境の充実をは

じめ、安全・安心で快適な居住環境づくりに取り組むととも

に、移住・定住を促進するためのＰＲを実施した。 

・既存住宅団地の再生については、生活利便施設「ひのさと４

８」を運営する民間事業者や地域の関係者等と連携して賑わ

いづくり・交流促進に取り組むとともに、戸建てエリアのま

ちびらきを実施した。自由ヶ丘地区では、店舗型移動サービ

スやドローン配送の実証事業を行い、「サービスが人のもとに

移動する」仕組みの創出へ向けた検討を進めた。 

・公共交通については、日の里地区におけるＡＩ活用型オンデ

マンドバスの実証運行を実施した。また、ふれあいバス・コ

ミュニティバスの運行経路や時刻表、バス停の位置を見直す

など利便性向上を図った。 

・渡船事業については、大島港・神湊港に新たにバリアフリー

対応型タラップを導入した 。また、ウィズコロナ・ アフタ

ーコロナにおける渡船利用促進のため、船内放送のリニュー

アルや船員によるバックヤードツアーを実施した。 

・防災対策の取り組みについては、東郷地区において災害時の

自主防災組織の活動マニュアルとなる地区防災計画を策定し

たほか、水災害に強い都市の実現に向けて水災害ハザードに

対する現状把握やリスク分析を行った。また、２．６ヘクタ

ールの田んぼダムを整備したほか、消防団の格納庫の新設や

消防ポンプ車の更新を実施した。 



・世界遺産と歴史文化については、文化財の保存・活用に関し

て本市が目指すビジョンや具体的な事業等の実施計画を定め

る「文化財保存活用地域計画」を策定した。 

・循環型社会の形成に向けた取り組みについては、ごみの３Ｒ

(発生抑制・再使用・再生利用)の推進に向けた啓発や市民及

び事業者の自主的な取り組みに対する支援のほか、プラスチ

ック問題や食品ロスなどの新たな環境課題に取り組み、ごみ

のさらなる減量化・資源化に努めた。 

 

（４）みんなで取り組むまちづくり 

・持続可能なまちづくりについては、ＳＤＧｓをテーマにした

ワークショップを実施したほか、大学生による提案型まちづ

くりプロジェクトを実施し、地域の課題解決を図った。 

・コミュニティ活動の推進については、コミュニティ活動やそ

の基盤である自治会活動を今後も継続できる体制を構築する

ことにより持続可能な地域づくりの実践に努めることを目的

として、地域と合同で研修会を実施した。 

・デジタル化の推進については、子育てや中小企業支援関係の

手続きを電子申請可能とし、市民サービスの向上を図った。

また、テレワーク環境の整備やペーパーレス化、ＷＥＢ会議

の推進による業務の省資源・省力化を進めた。さらに、おく

やみ窓口開設によりワンストップサービスの実現に努めた。 

・公共施設等の最適化の推進については、公共施設アセットマ

ネジメント推進計画の推進に取り組んだほか、官民連携によ

る公有財産の有効的な利活用を推進するため、宗像ユリック

スに民間事業者によるアドバイザリーを導入した。 

・ふるさと寄附については、個人への寄附の呼びかけに加え、

企業版ふるさと寄附の呼びかけを強化し、税外収入の確保に

努めた。 

・情報発信の取り組みについては、コロナ禍での緊急を要する

情報発信に対応するため、即時性があり情報弱者にも配慮し

たテレビデータ放送「ｄボタン広報誌」サービスを開始した。 



令和３年度 一般会計決算の概要

※地方財政状況調査票（決算統計）より一般会計ベースにて作成しています。
※資料中の数値は、各項⽬で四捨五⼊していることがあるため、合計などが一致しない場合があります。
※カッコ内の数字は特に定めのない限り、前年度との増減を表しています。



1 決算収支の状況

■収支状況
歳⼊決算額は430.6億円（▲57.2億円）に対し、歳出決算額は

405.4億円（▲69.7億円）となり、形式収支は25.2億円となった。令
和4年度へ繰り越した事業の財源は、4.0億円となり、令和4年度の前
年度繰越⾦となる実質収支は21.2億円となった。

■歳入
歳⼊決算額は430.6億円（▲57.2億円）を前年度と⽐較すると、

特別定額給付⾦等の新型コロナウイルス感染症関係の補助事業の縮
⼩により国庫支出⾦が107.9億円（▲71.5億円）となった。一方で地
方交付税が83.7億円（＋11.2億円）、各種交付⾦が27.2億円
（＋4.9億円）となり、一般財源が大きく増加した。
市税については、104.6億円（▲0.1億円）の微減に留まった。
⇒詳細「（P15）2 歳入決算額の状況」参照

■歳出
歳出決算額405.4億円（▲69.7億円）のうち、特別定額給付⾦の

皆減等により補助費等は大きく減少しているものの、新型コロナウイルス
感染症関連経費で、総額46.7億円（▲75.3億円）支出している。
内訳としては、新型コロナワクチン接種事業や各種給付事業、感染防止
対策や経済対策等で物件費、扶助費が増加している。
その他の主な歳出の増減として、障害者福祉サービス等の利⽤者増等

による扶助費の増（＋2.9億円）、市⽴学校の大規模改修等の投資
的経費の増（＋9.5億円）、減債基⾦への積⽴⾦の増（＋6.3億
円）、繰上償還による公債費の減（▲11.5億円）
⇒詳細「（P11〜14）令和3年度決算のポイント」

「（P16）３ 歳出決算額の状況」 参照
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概 要（単位：億円）
区分 R2 R3 増減額
歳⼊決算額　　　　  Ａ 487.8 430.6 ▲ 57.2
歳出決算額　　　　　Ｂ 475.1 405.4 ▲ 69.7
形式収支　　　       Ｃ=ＡーＢ 12.7 25.2 12.5
繰越すべき財源　　　Ｄ 3.1 4.0 0.9
実質収支 　　　　　　Ｅ=ＣーＤ 9.6 21.2 11.6



その他

（２）市⺠⽣活への支援 （４）経済対策・事業者支援

※文中の(P〜)は各部の主要事業の実績のページ数
各決算額は該当経費のみ

令和3年度決算のポイント

（3）子どもの安全と教育の保障

感染
防止
対策

新しい
教育

環境の
整備

○SNSやデータ放送を活⽤した市⺠への情報発信の強化
【秘書政策課／ホームページ管理運営費】 4.5百万円

○デジタル人材の派遣による庁内DXの推進
リモートワークやWeb会議、ペーパーレス等の庁内ICT環境の強化
【デジタル化推進室／デジタル化推進事業費、他】（P27）28.8百万円

○Web口座振替受付サービスの導⼊や窓口等でのデジタルデバイスの活⽤
【収納課、他／徴収事務費、他】 3.5百万円

感染
防止
対策

⾏政の
デジタル

化

○公共施設の指定管理に係る感染防止対策や経営継続のための追加経費
【文化スポーツ課、他／宗像ユリックス管理運営費、他】 31.0百万円

○宗像地区急患センターの感染防止対策・医療体制の維持のための追加経費
【健康課／宗像地区事務組合負担⾦（急患センター）】 75.2百万円

○農林⽔産業等の一次⽣産者の経営継続支援、販路拡⼤支援
【農業振興課・⽔産振興課、他／農業振興事業費、他】（P63）19.9百万円

○新たなデジタル技術の導⼊や新たな事業活動等を支援(がんばる中⼩事業者補助⾦)
【商工観光課／中⼩事業者等支援事業費】（P64）10.4百万円

○減収した中小事業者への20万円応援⾦等の給付
【商工観光課／緊急経済支援事業費、他】（P64）236.9百万円

○プレミアム付商品券の発⾏や宿泊キャンペーンの実施、クラ
ウドファンディング、キャッシュレス決済等を活⽤した消費喚起
【商工観光課／緊急経済支援事業費、観光推進事業費、他】
（P64〜65）147.8百万円

事業者
の経営
支援

（１）感染防止対策

市内
消費の
喚起

① 新型コロナウイルス感染症に係る対策
ワクチン接種をはじめとした感染の拡大防止と、市⺠・事業者等の⽣活・経営支援

46.7億円

25.8億円

○福祉施設の職員や市⺠等への無料PCR検査を実施
【健康課／新型コロナウイルス感染症対策事業費】（P46）113.5百万円

○施設における感染防止のための消耗品や備品の配備等
【財政課、他／公共施設感染症対策事業費、他】 19.1百万円

○各種事業における感染防止のための対策経費等
【文化スポーツ課、他／スポーツ観光推進事業費、他】 15.7百万円

ワクチン
接種の
推進

○子育て世帯や⽣活困窮世帯への国からの給付⾦
【⼦ども家庭課／⼦育て世帯臨時特別支援事業費】 1,591.7百万円
【⼦ども家庭課／⼦育て世帯⽣活支援特別給付⾦】 116.8百万円
【⽣活支援課／住⺠税⾮課税世帯等臨時特別給付⾦給付事業費】 849.8百万円
【⽣活支援課／新型コロナウイルス感染症⽣活困窮者⾃⽴支援⾦給付事業費】25.3百万円

13.0億円 2.6億円

○保育所、幼稚園、学童保育所等の保育における感染防止対策
【⼦ども育成課／教育・保育施設型給付事業費、他】（P70）17.0百万円

○市⽴学校における感染防止のための消毒作業や消耗品・備品の配備、空調
機の増設、手洗器の⾃動⽔栓化、教職員の⾮接触式出退勤システムの導⼊
【学校管理課、他／市⽴学校感染症対策事業費、他】（P72）176.2百万円

○中止となった市⽴学校の修学旅⾏、宿泊体験学習のキャンセル料の補助
【教育政策課／教育振興費】 7.7百万円

○学校、保育関係施設等の教職員へのPCR検査の実施
【教育政策課／市⽴学校感染症対策事業費】 6.6百万円
【⼦ども育成課／教育・保育施設型給付事業費、他】（P70）4.6百万円

○タブレットを活用した教育ICT環境
の整備、家庭等での活用支援
【教育政策課、他／GIGAスクール推進事業費、他】
（P72）48.6百万円
【教育政策課／⼩学校就学援助費

中学校就学援助費】 2.0百万円

1.1億円

4.2億円

○新型コロナワクチンの市⺠への接種
実施（2回⽬接種率76.7％）
【健康課／新型コロナウイルスワクチン接種事業費】（P45）1,115.2百万円

DX

DX

DX

学習⽤タブレットを使った授業の様⼦

集団接種会場の様⼦

… まち・⾏政のデジタル化（デジタル・トランス
フォーメーション）に関わる経費

DX



〜令和2年度
これまでの取組み

令和3年度
決算成果

令和4年度〜
今後の取組み

【⽇の⾥地区】
○⽣活利便施設「ひのさと48」のグランドオープンにより、⺠間

事業者・コミュニティ・学校等の多様な主体と協働したにぎわ
いづくりに取り組んだ

○⽇の⾥地区都市再⽣ビジョン(素案)を策定し、今後の取組み
の具体案を示した

○空き地・空き店舗等の低未利⽤地の⾯的整備手法を検討
し、東郷駅周辺エリアにおける課題の整理を⾏った

【自由ヶ丘地区】
○⾃由ヶ丘地区の都市再⽣ビジョンの策定に向け、人口動態

等の基礎調査を実施
○店舗型移動サービスやドローン配送の実証事業を⾏い「サービ

スが人のもとに移動する」仕組みの創出へ向けた検討を進めた
【都市再⽣課／団地再⽣推進事業費】（P58）19.5百万円

② 都市再⽣の推進
・官⺠が連携した既存住宅地のにぎわいづくり、実証事業による団地再⽣の加速化、公共交通の充実による住環境の向上

0.5億円

令和3年度決算のポイント

Topics.2：公共交通の利便性の向上

Topics.1：官⺠連携による団地再⽣の推進

＜官⺠連携による団地再⽣の推進＞

○⽇の⾥地区の将来構想検討のため
の住⺠ワークショップや、地元中学⽣
との機運醸成イベントの開催

○旧UR集合住宅(⽇の⾥団地東街
区)の解体及び整地
跡地の⺠間開発の支援
「ひのさと48」のプレオープン

○空き家調査による不動産市場の
活性化

○エリアマネジメントを担う組織の法人
化に向けた支援

＜公共交通の利便性の向上＞

○路線バスの維持やふれあいバス・コ
ミュニティバスの運⾏による市⺠の
移動手段の確保

○オンデマンドバス実証運⾏による新
しい交通手段の検証開始

＜官⺠連携による団地再⽣の推進＞
【⽇の⾥地区】
都市再⽣ビジョンに基づき、具体的な
取組みを実施
○集合住宅のリノベーション促進策の

検討
○⽣活サービス機能の集積とまちなか

への居住誘導の具体的な方策の
検討

【⾃由ヶ丘地区】
○都市再⽣ビジョンの策定
○脱炭素の視点を取り⼊れた住宅地

や公共空間の活⽤の検討

＜公共交通の利便性の向上＞
○オンデマンドバスの利便性向上の

ための予約アプリ改修や相談窓口
の設置、操作説明会の実施

○オンデマンドバスの実証運⾏を踏ま
えた公共交通体系の⾒直し

オンデマンドバス「のるーと」

※文中の(P〜)は各部の主要事業の実績のページ数、決算額は事業費全体を記載

○移動ニーズの多様化や超高齢社会に対応した新たな交通
手段として、オンデマンドバスの実証運⾏を実施
一⽇あたり平均135人(平⽇)の乗⾞、累計2,479人
の利⽤者登録があった。
【都市再⽣課／オンデマンドバス運⾏事業費】

（P58）32.6百万円

グランドオープンした「ひのさと48」

⾃由ヶ丘中央公園でのショップモビリティ実証事業

DX



③ 稼ぐ⼒の強化
定住人口の維持・増加による税収⼊の確保と、ふるさと寄附⾦等の税外収⼊の確保により⾃治体の財政基盤を強化
事業者のデジタル化や経営基盤の強化を支援し、地域産業の活性化を促進

18.5億円

令和3年度決算のポイント

○セミナーや相談会の実施、補助制度等の活⽤により、新規創業や商品
開発、デジタル化等、事業者の新たなチャレンジを積極的に支援
【商工観光課／中⼩事業者等支援事業費】（P64）273.0百万円

○観光大使の活⽤等により情報発信を強化
(一社)宗像観光協会が候補DMOとなり、本登録に向けた活動を本格化
【商工観光課／観光推進事業費】（P65）57.8百万円

○農地管理の省⼒化やICT技術を活用した農業用機器の導入を支援
【農業振興課／農業振興事業費】（P63）126.5百万円

○共同利⽤施設の改修による⽣産性向上、トラフグ等の稚⿂放流による
資源回復、鐘崎漁港⾼度衛⽣管理型荷捌所の建設工事を実施
【⽔産振興課／⽔産業振興事業費】（P63）49.1百万円
【⽔産振興課／漁港整備事業費】（P64）483.8百万円

※農業者・漁業者へ燃油高騰対策として補助⾦を給付
農業振興事業費のうち3.1百万円、⽔産業振興事業費のうち21.3百万円

令和3年度
決算成果 令和4年度〜

今後の取組み

○⺠間企業と連携した２地域居住者向けページの掲載等を実施
【経営企画課／定住化推進事業費】（P30）149.7百万円

○ふるさと寄附⾦で13.7億円を確保した他、企業版ふるさと寄附⾦
は企業に対するPR活動等により、0.46億円を獲得した。
【ふるさと寄附推進室／ふるさと寄附事業費】（P30）672.6百万円

＜地域産業の活性化＞
○商工業

アフターコロナを⾒据えた新たな
チャレンジ、官⺠連携による新規
創業者の支援の促進

○観光業
DMOの組織体制強化と観光地
域づくりを支援

○農業
デジタル技術等を活⽤した省⼒
化・高収益化の支援の強化

○⽔産業
高度衛⽣管理型荷捌所の完成
(R4.7月)と、荷捌所における
管理運営計画・衛⽣管理計画
の策定、流通体制の強化

自治体としての
財政基盤の強化

地域産業の活性化
Topics.3：事業者の経営支援

<地域産業の活性化>

○事業者への給付⾦や消費喚起策
等の経営継続の支援とアフターコロ
ナ・ウィズコロナの視点での新たな
チャレンジを支援

○コロナ禍や鳥インフルエンザ等の
緊急時に対応したイベントや販売
促進の取り組み

○持続的な農業、⽔産業の確⽴に
向けた担い手の確保や施設・設備
の導⼊の支援
販路拡大に向けたフェア等の実施

＜定住化の推進＞
○移住定住サイトのリニューアルや⺠間

連携による情報発信の強化

＜税外収入の確保＞
○ふるさと寄附の返礼品の掘り起こし

や経費の⾒直し等を推進

＜定住化の推進＞
○定住化につながる施策の実施、

庁内組織の横断的な取組みや
情報発信を推進

＜税外収入の確保＞
○新規の返礼品や協⼒事業者の

発掘。ポータルサイトの充実や特
設サイト構築によるPRの強化

Topics.1：定住化の推進

コロナに伴う宿泊業の支援事業も
DMO事業として実施

鐘崎漁港荷捌所の外観

※文中の(P〜)は各部の主要事業の実績のページ数、決算額は事業費全体を記載
特徴的な事業を抽出して記載しているため事業費計は18.5億円とは不一致

〜令和2年度
これまでの取組み

Topics.2：税外収⼊の確保

DX

DX

ふるさと寄附の返礼品として
人気のいちご↑、もつ鍋→



地域・⾏政が一体となった地域防災⼒の向上と、都市の減災対策の強化

令和3年度決算のポイント

④ 防災対策の強化 3.2億円

○東郷地区(モデル地区)で地区防災計画を策定
避難所の環境改善のためスポットクーラーを配置
【危機管理課／防災対策事業費】（P28）20.7百万円

○避難所となる市⺠体育館、コミュニティ・センターにWi-fiを整備
【デジタル化推進室／地域情報化事業費】

※該当経費のみ 41.6百万円

○第5分団格納庫の改築や、防災無線のデジタル化
【危機管理課／消防施設費】（P28）107.2百万円

○⽔田を活⽤した洪⽔緩和(田んぼダム)の調査・研究
【農業振興課／農地多⾯的活⽤事業費】 1.0百万円

○⽔災害ハザードに対する現状把握やリスク分析
優先的に対策を講じるべき地域や⽬標とする⽔準の検討
【都市計画課／防災都市づくり推進事業費】 （P55）9.4百万円

○R3.8月豪⾬に伴う災害復旧工事
【維持管理課、他／現年⼟⽊災害復旧事業費、他】 34.8百万円

Topics.1：災害に強い地域組織の育成と避難所の整備

Topics.3：災害に強い都市づくりの実現

Topics.2：災害に強い装備・設備の強化

＜地域組織の育成と避難所の整備＞
○各種訓練の実施や地域リーダーの

育成、地区防災計画の策定
○避難⾏動要支援者の個別避難計

画の策定
○災害現場での情報共有や避難者

の安否確認等へのデジタル技術の
活⽤

＜災害に強い装備・設備の強化＞
○消防団の装備や消防⽔利施設の

強化の継続的な実施

＜災害に強い都市づくりの実現＞
○⽔災害リスクを踏まえたまちづくりの

ため「⾬に強いまちづくりビジョン〜
⾬⽔管理総合計画」を策定(〜R
5)し、施設整備を計画的に実施

○ため池や田んぼダム等の地域資源
を活⽤した減災対策、危険箇所の
改修を推進

〜令和2年度
これまでの取組み

令和3年度
決算成果

令和4年度〜
今後の取組み

＜地域組織の育成と避難所の整備＞

○感染症対策に対応した避難所開設
マニュアルの作成や防災訓練の実施

○防災情報ダッシュボードの構築等、
情報伝達ツールを強化

＜災害に強い装備・設備の強化＞

○消防団の装備や消防⽔利施設の
定期的・計画的な更新

＜災害に強い都市づくりの実現＞

○洪⽔浸⽔想定等の周知のため、
防災マップ、ため池ハザードマップ等
の更新

○ため池や河川等の内⽔⾯の
危険箇所の改修工事

※文中の(P〜)は各部の主要事業の実績のページ数、決算額は事業費全体を記載
特徴的な事業を抽出して記載しているため事業費計は3.2億円とは不一致

東郷地区での地区防災計画策定ワークショップ

改築した第５分団格納庫

R3.8月豪⾬による⼟⽊災害の現場（宗像・福間線）

DX

DX



2 歳入決算額の状況

◆市税
給与所得(特別徴収分)の減による市⺠税（個人）の減
（48.4億円 → 47.8億円 ▲0.6億円）

事業者の業績回復による市⺠税（法人）の増
（3.6億円 → 4.0億円 ＋0.4億円）

新型コロナウイルス感染症に係る特例措置等による税の減免に伴う固定資
産税の減（40.3億円 → 39.9億円 ▲0.4億円）
税率改正によるたばこ税の増（4.7億円 → 5.1億円 ＋0.4億円）
◆寄附⾦
ふるさと寄附⾦の減（15.2億円 → 13.7億円 ▲1.5億円）
企業版ふるさと寄附⾦の増（0.2億円 → 0.5億円 ＋0.3億円)
◆繰入⾦
ふるさと基⾦繰⼊⾦の減（7.2億円 → 4.0億円 ▲3.2億円）
企業⽴地促進基⾦繰⼊⾦の減（1.9億円 → 0.2億円 ▲1.7億円）
◆各種交付⾦
地方消費税の増収に伴う地方消費税交付⾦の増
（18.8億円 → 20.6億円 +1.8億円）

新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特別交付⾦(固定資産
税・都市計画税減免分)の皆増（+2.1億円）
◆地方交付税
障害者福祉費等の需要額の増及び国の経済対策に伴う追加交付による
普通交付税の増（65.6億円 → 75.9億円 +10.3億円）
◆国庫支出⾦
特別定額給付⾦給付事業費補助⾦の皆減（▲97.0億円）
新型コロナウイルス感染症対応地方創⽣臨時交付⾦の減
（14.4億円 → 7.0億円 ▲7.4億円）

新型コロナウイルスワクチン接種対策費負担⾦及び新型コロナウイルスワクチ
ン接種体制確保補助⾦の増（0.1億円 → 12.7億円 ＋12.6億円）
⼦育て世帯等臨時特別支援事業費補助⾦の皆増（＋16.4億円）
住⺠税⾮課税世帯等臨時特別給付⾦給付事業費補助⾦の皆増
（＋7.0億円）

◆市債
学校教育施設等整備事業債の増（1.5億円 → 2.8億円 ＋1.3億円）

概 要

（単位：億円、％）

⾦額 構成比 ⾦額 構成比 ⾦額 率
104.7 21.5 104.6 24.3 ▲ 0.1 ▲ 0.1

2.9 0.6 3.1 0.7 0.2 6.9

5.0 1.0 5.2 1.2 0.2 4.0

2.2 0.5 1.8 0.4 ▲ 0.4 ▲ 18.2

15.4 3.2 14.2 3.3 ▲ 1.2 ▲ 7.8

14.5 3.0 8.5 2.0 ▲ 6.0 ▲ 41.4

12.5 2.5 12.7 3.0 0.2 1.6

5.1 1.0 6.1 1.4 1.0 19.6

162.3 33.3 156.2 36.3 ▲ 6.1 ▲ 3.8

3.5 0.7 3.6 0.8 0.1 2.9

22.3 4.6 27.2 6.3 4.9 22.0

72.5 14.9 83.7 19.4 11.2 15.4

179.4 36.8 107.9 25.1 ▲ 71.5 ▲ 39.9

29.6 6.0 31.5 7.3 1.9 6.4

18.2 3.7 20.5 4.8 2.3 12.6

325.5 66.7 274.4 63.7 ▲ 51.1 ▲ 15.7

487.8 100.0 430.6 100.0 ▲ 57.2 ▲ 11.7合 計

諸 収 ⼊

⼩ 計

依
 
存
 
財
 
源

地 方 譲 与 税

各 種 交 付 ⾦

地 方 交 付 税

国 庫 支 出 ⾦

県 支 出 ⾦

市 債

⼩ 計

Ｒ3Ｒ2 増減

⾃
 
主
 
財
 
源

市 税

分 担 ⾦ 及 び 負 担 ⾦

使 ⽤ 料 及 び 手 数 料

財 産 収 ⼊

寄 附 ⾦

繰 ⼊ ⾦

繰 越 ⾦

区 分

●一般会計 歳入決算額



3 歳出決算額の状況

令和2年度に引き続き、新型コロナウイルス感染症関連経費により、扶助
費、物件費及び補助費等の増減が大きくなっている。

◆扶助費
住⺠税⾮課税世帯等臨時特別給付⾦給付事業費の皆増(＋8.5億円)
⼦育て世帯等臨時特別支援事業費の皆増（+15.9億円）
⼦育て世帯⽣活支援特別給付⾦給付事業費の皆増（+1.2億円）
その他、経常的な扶助費の増（95.2億円 → 98.1億円 ＋2.9億円）
⇒詳細「（P18）４ 社会保障関係経費の状況」参照

◆公債費
繰上償還元⾦の皆減（▲10.1億円）
◆投資的経費
漁港整備事業費の増（1.1億円 → 4.8億円 ＋3.7億円）
⼩学校施設改修事業費の増（0.5億円 → 4.2億円 +3.7億円）
中学校施設改修事業費の増（0.5億円 → 3.2億円 +2.7億円）
GIGAスクール推進事業費の減（2.8億円 → 0.4億円 ▲2.4億円）
⇒詳細「（P19）５ 投資的経費の状況」参照

◆物件費
新型コロナウイルスワクチン接種事業費の増（0.1億円 → 10.3億円
+10.2億円）
新型コロナウイルス感染症対策事業費の皆増（＋1.1億円）
緊急経済支援事業費の増（0.3億円 → 1.1億円 ＋0.8億円）
GIGAスクール推進事業費の減（3.5億円 → 0.2億円 ▲3.3億円）
◆補助費等
特別定額給付⾦給付事業費の皆減（▲97.0億円）
緊急経済支援事業費の減（6.9億円 → 2.3億円 ▲4.6億円）
企業誘致・企業連携事業費の減（1.9億円 → 0.1億円 ▲1.8億円）
◆積⽴⾦
財政調整基⾦積⽴⾦の減（4.0億円 → 0.2億円 ▲3.8億円）
減債基⾦積⽴⾦の増（0.3億円 → 9.5億円 ＋9.2億円）
⇒詳細「（P20）６ 基⾦残⾼の状況」参照

概 要（単位：億円、％）

⾦額  構成比 ⾦額  構成比 ⾦額 率
42.1 8.9 42.6 10.5 0.5 1.2
26.1 5.5 26.4 6.5 0.3 1.1
97.9 20.6 123.9 30.6 26.0 26.6
38.1 8.0 26.6 6.6 ▲ 11.5 ▲ 30.2
38.1 8.0 26.6 6.6 ▲ 11.5 ▲ 30.2
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

178.1 37.5 193.1 47.7 15.0 8.4
24.3 5.1 31.2 7.7 6.9 28.4
24.1 5.1 30.8 7.6 6.7 27.8

う ち 単 独 13.4 2.8 16.5 4.1 3.1 23.1
0.2 0.0 0.4 0.1 0.2 100.0

24.3 5.1 31.2 7.7 6.9 28.4
57.9 12.2 64.5 15.9 6.6 11.4
1.8 0.4 1.8 0.4 0.0 0.0

158.7 33.4 53.9 13.3 ▲ 104.8 ▲ 66.0
14.9 3.1 21.2 5.2 6.3 42.3
1.8 0.4 1.8 0.4 0.0 0.0

37.6 7.9 37.9 9.4 0.3 0.8
272.7 57.4 181.1 44.6 ▲ 91.6 ▲ 33.6
475.1 100.0 405.4 100.0 ▲ 69.7 ▲ 14.7

増減区 分 R2年度
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的

経

費

人 件 費

扶 助 費
公 債 費
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う ち 職 員 給

⼩ 計
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繰 出 ⾦
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物 件 費
維 持 補 修 費
補 助 費 等
積 ⽴ ⾦
投資及び出資⾦・貸付⾦

●一般会計 歳出決算額



39.0 39.0 39.4 41.1 42.5
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H29決算 H30決算 R1決算 R2決算 R3決算

人件費 扶助費 公債費 事業費 物件費 補助費等 その他

◆人件費：任期付職員や会計年度任⽤職員等に係る給料、報酬等の増（＋1.4億円）
◆扶助費：利⽤者増に伴う障害者介護給付や保育実施委託料等の増（＋2.9億円）
◆物件費：住⺠情報システム再構築等の委託料等の減（▲0.9億円）
◆補助費等：企業⽴地促進補助⾦やふるさと寄附返礼品等に係る報償費等の減（▲2.4億円）

※参考※ 新型コロナウイルス感染症関連経費を除く歳出決算額の推移

概 要
過去5年の決算額の推移をみると、義務的経費である人件費、扶助費

が右肩あがりに増加している。
人件費は任期付職員や会計年度任⽤職員等に係る経費が増加傾向

であり、扶助費は福祉サービス利⽤者の増加により、平均で年3億円前
後の伸びを示している。いずれも引き続き増加が⾒込まれる経費であり、
財政の硬直化の大きな要因となっている。

Topics：義務的経費の増加

369.8 370.9 364.6 353.1 358.7

歳出決算額 直近5か年の推移
※R2,3は新型コロナウイルス感染症関連経費を除く（カッコ内は、前年からの増減率）

令和2、3年度については、新型コロナウイルス感染症関連経費により前年度⽐で大幅な増
減があった。新型コロナウイルス感染症関連経費を除く歳出決算額の状況を分析するため、
当該経費を差し引いた決算額を⽐較する。

(1.0%)(0.0%) (3.4%)

(2.6%)

(4.3%)

(1.8%) (3.0%)(5.9%)

(▲3.4%)(6.8%)
(4.7%) (▲30.2%)
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(1.6%) (▲1.8%)
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(9.1%)

(7.1%)
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(55.7%)

(18.1%)

(4.0%)

(1.0%)

（単位：億円、％）

⾦額  構成比 ⾦額  構成比 ⾦額 率
41.1 11.6 42.5 11.9 1.4 3.4

25.9 7.3 26.4 7.4 0.5 1.9

95.2 27.0 98.1 27.3 2.9 3.0

38.1 10.8 26.6 7.4 ▲ 11.5 ▲ 30.2

38.1 10.8 26.6 7.4 ▲ 11.5 ▲ 30.2

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

174.4 49.4 167.2 46.6 ▲ 7.2 ▲ 4.1

19.9 5.6 29.4 8.2 9.5 47.7

19.7 5.6 29.0 8.1 9.3 47.2

う ち 単 独 11.4 3.2 15.2 4.2 3.8 33.3

0.2 0.1 0.4 0.1 0.2 100.0

19.9 5.6 29.4 8.2 9.5 47.7

51.3 14.5 50.4 14.1 ▲ 0.9 ▲ 1.8

1.8 0.5 1.8 0.5 0.0 0.0

51.4 14.6 49.0 13.7 ▲ 2.4 ▲ 4.7

14.9 4.2 21.2 5.9 6.3 42.3

1.8 0.5 1.8 0.5 0.0 0.0

37.6 10.7 37.9 10.5 0.3 0.8

158.8 45.0 162.1 45.2 3.3 2.1

353.1 100.0 358.7 100.0 5.6 1.6合 計
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※令和3年度は国の補助事業による臨時的な扶助費が23.0億円増加
経年⽐較のため、新型コロナウイルス感染症関連経費を除いた決算額を記載
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直近5年間の推移と社会保障関係経費に占める一般財源額

社会保障関係経費

うち一般財源

新型コロナウイルス感染症関連経費を除く扶助費については、前年度から
2.9億円(3.0%)増となっており、そのうち、児童福祉費、障害者福祉費が
依然として増加傾向にある。

◆児童福祉費
保育所等の利⽤者増による教育・保育施設型給付事業費の増
（25.1億円 → 26.3億円 ＋1.2億円）

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う受診控えからの利⽤回復による
⼦ども医療費の増（2.3億円 → 2.9億円 ＋0.6億円）
◆⽣活保護費
医療扶助受給者のうち⼊院者の減による医療扶助費の減
（10.1億円 → 9.2億円 ▲0.9億円）

◆障害者福祉費
放課後デイサービスや児童発達支援等のサービス利⽤者の増による障害者
介護給付費の増（16.7億円 → 18.0億円 ＋1.3億円）
就労支援等のサービス利⽤者の増による障害者訓練等給付費の増
（7.5億円 → 8.0億円 ＋0.5億円）

◆後期⾼齢者医療保険（広域連合）
後期高齢者医療療養給付費の市町村負担額の増に伴う福岡県後期高
齢者医療広域連合負担⾦の増（11.9億円 → 12.1億円 +0.2億円）

4 社会保障関係経費の状況（新型コロナウイルス感染症関連経費を除く）

(億円)

概 要

社会保障関係経費のうち4割程度が一般財源であり、概ね毎年
1億円以上増加している。この一般財源は普通交付税や地方消費
税交付⾦により一定程度確保されるものの、一部を市税等により負
担しており、財政の硬直化の要因の一つとなっている。

Topics：社会保障関係経費の一般財源の推移

（単位：億円、％）

⾦額 構成比 ⾦額 構成比 ⾦額 率
43.8 33.5 45.4 33.9 1.6 3.7
16.3 12.5 15.4 11.5 ▲ 0.9 ▲ 5.5
28.8 22.0 30.8 23.0 2.0 6.9
6.3 4.8 6.5 4.9 0.2 3.2

95.2 72.8 98.1 73.3 2.9 3.0
8.2 6.3 8.3 6.2 0.1 1.2

事 業 勘 定 8.1 6.2 8.2 6.1 0.1 1.2
直 診 勘 定 0.1 0.1 0.1 0.1 0.0 0.0

12.2 9.3 12.3 9.2 0.1 0.8
15.2 11.6 15.2 11.3 0.0 0.0

特 別 会 計 3.3 2.5 3.1 2.3 ▲ 0.2 ▲ 6.1
広 域 連 合 11.9 9.1 12.1 9.0 0.2 1.7

35.6 27.2 35.8 26.7 0.2 0.6
130.8 100.0 133.9 100.0 3.1 2.4

増減

合 計

区 分 Ｒ2（コロナ経費除く） Ｒ3（コロナ経費除く）
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⼩ 計



5 投資的経費の状況

◆総務費
庁内無線LAN環境構築によるデジタル化の推進などに伴うネットワーク
管理運営費の皆減（▲1.3億円）

◆農林⽔産業費
農業⽤施設等導⼊事業補助⾦の減などによる農業振興事業費の減
（2.6億円 → 0.9億円 ▲1.7億円）

鐘崎漁港高度衛⽣管理型荷捌所建設工事等の実施による漁港整備
事業費の増（1.1億円 → 4.8億円 ＋3.7億円）

◆土木費
市営住宅の改修工事の減による市営住宅維持更新事業費の減
（1.0億円 → 0.0億円 ▲1.0億円）

◆教育費
建設予定地造成工事による県⽴特別支援誘致推進事業費の増
（0.3億円 → 1.0億円 ＋0.7億円）

建替工事の実施設計による城山中学校整備事業費の増
（0.0億円 → 1.0億円 ＋1.0億円）

中央公園野球場の改修工事による体育施設改修事業費の増
（0.5億円 → 1.8億円 ＋1.3億円）

学校トイレの改修による⼩学校施設改修事業費の増
（0.5億円 → 4.2億円 ＋3.7億円）

河東中学校大規模改修工事による中学校施設改修事業費の増
（0.5億円 → 3.2億円 +2.7億円）

(億円)

概 要
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普通建設事業費の直近5年間の推移と財源構成

国県支出⾦ 地方債 その他 一般財源

(億円)

普通建設事業費の一般財源額は過去5年で年間8~11億円程度
で推移している。今後はインフラや公共施設の⽼朽化が進んでいくた
め、これまで以上に一般財源負担の増加が⾒込まれる。対策として、
計画的な事業実施と、交付税措置のある地方債や基⾦等を有効に
活⽤し、普通建設事業費の財源を確保していく必要がある。

Topics：普通建設事業費の一般財源の推移

（単位：億円、％）

⾦額 構成比 ⾦額 構成比 ⾦額 率
4.1 16.9 1.9 6.1 ▲ 2.2 ▲ 53.7
0.4 1.6 0.6 1.9 0.2 50.0
0.1 0.4 0.1 0.3 0.0 0.0
6.0 24.7 7.6 24.4 1.6 26.7
0.4 1.6 0.3 1.0 ▲ 0.1 ▲ 25.0
6.4 26.4 5.0 16.0 ▲ 1.4 ▲ 21.9
0.4 1.6 0.9 2.9 0.5 125.0
6.3 26.0 14.4 46.1 8.1 128.6

24.1 99.2 30.8 98.7 6.7 27.8
0.2 0.8 0.4 1.3 0.2 100.0

24.3 100.0 31.2 100.0 6.9 28.4
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6 基⾦残⾼の状況
※カッコ内の数字は積⽴・繰⼊額

◆財政調整基⾦
当初予算編成時、不⾜する財源に対して財政調整基⾦の繰⼊れを予算

措置していたが、普通交付税の追加交付や新型コロナウイルス感染症対応地
方創⽣臨時交付⾦により一般財源が確保できたため、繰⼊れを⾏っていな
い。（結果として年度末残高は微増）

◆減債基⾦
R4年度から本工事を開始する城山中学校整備事業費等の大規模な公共

施設の更新による市債発⾏額の増加を⾒据えた積⽴（7.2億円）及び住宅
新築資⾦等貸付事業特別会計の廃止に伴う積⽴（2.1億円）

◆公共施設等維持更新基⾦
城山中学校整備事業費に充当（1.0億円）

◆ふるさと基⾦
※詳細は「資料16 ふるさと寄附⾦・ふるさと基⾦充当事業一覧表」参照

◆基⾦残⾼
R3年度は一般財源の確保ができたことにより、基⾦の繰⼊れが減少し、結

果として基⾦残高を減らすことなく財政運営を⾏うことができた。
引き続き、今後予定される城山中学校整備事業費等の大規模な公共施

設の更新では計画的に基⾦を活⽤する。また、新型コロナウイルス感染症等の
迅速な対応が必要な場合においては基⾦を活⽤していく。
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直近5年間の推移と基⾦残高に占める財政調整基⾦残高

基⾦合計
うち財政調整基⾦

(億円)

概要と今後の⾒通し【基⾦】 （単位：億円、％）

繰入額 積⽴額 年度末残⾼ 年度末残⾼ 率
財 政 調 整 基 ⾦ 58.3 0.0 0.2 58.5 0.2 0.3
減 債 基 ⾦ 23.6 0.0 9.5 33.1 9.5 40.3
公共施設等維持更新 63.1 2.1 4.3 65.3 2.2 3.5
ふ る さ と 基 ⾦ 13.6 4.0 7.0 16.6 3.0 22.1
そ の 他 基 ⾦ 46.0 0.2 0.2 46.0 0.0 0.0
合 計 204.6 6.3 21.2 219.5 14.9 7.3

増減R3区 分 R2末残⾼

【１人あたり財政調整基⾦残⾼の推移】 ※普通会計ベースで作成し、各年度末の住⺠基本台帳による人口から
年度末残高を除したもの(千円)

R2年度末における
県内27市の残高状況

1.うきは市: 193千円
2.宮若市：132千円
3.⼋⼥市：127千円

・
・
・

12.宗像市：60千円
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7 市債残⾼の状況

※カッコ内の数字は市債発⾏額

◆合併特例事業債
県道改良事業費（0.2億円）、東郷⽇の⾥線道路改良事業費

（0.2億円）に対して発⾏した。発⾏額が定期償還額を下回ってお
り、合併特例事業債の年度末残高は減少傾向にある。

◆市債残⾼
令和3年度は発⾏額が定期償還額を下回っていること、また過去の

繰上償還等により市債残高は減少傾向にあるが、城山中学校整備事
業などの大規模なハード事業により、今後、市債残高は増加する⾒込
みである。
今後も、基⾦を活⽤した繰上償還の実施と合わせて、交付税措置の

ある地方債を積極的に活⽤し、将来世代への負担を考慮しつつ、健全
な財政運営を図っていく。
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228.7
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(億円)

概要と今後の⾒通し
【市債】 （単位：億円、％）

発⾏額 償還額 年度末残⾼ 年度末残⾼ 率
合 併 特 例 事 業 債 70.6 0.4 7.8 63.2 ▲ 7.4 ▲ 10.5
臨 時 財 政 対 策 債 81.2 9.9 8.6 82.5 1.3 1.6
そ の 他 市 債 82.5 10.2 9.7 83.0 0.5 0.6
合 計 234.3 20.5 26.1 228.7 ▲ 5.6 ▲ 2.4

増減区 分 R3R2末残⾼

【１人あたり市債残⾼の推移】※普通会計ベースで作成し、各年度末の住⺠基本台帳による人口から年度末残高を除したもの
(千円)
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◆経常収支比率

分⼦：187.1億円（+1.1億円）
分⺟：216.6億円（+14.4億円）
普通交付税の追加交付や国の消費税の増収に伴う地方消費税交付⾦の増

加により、経常一般財源等の増加が経常経費充当一般財源等の増加を上
回った結果、経常収支⽐率が前年度から5.6ポイント改善した。

◆実質公債費比率

分⼦：▲2.4億円（+1.8億円）
分⺟：181.5億円（+12.7億円）
過去に発⾏した合併特例事業債などの残高の減少により、普通交付税算⼊

公債費等の額が減少している。その結果、実質公債費⽐率が前年度から0.4
ポイント増加した。

8 財政指標の状況

一般財源のうち主要な項⽬である市税は新型コロナウイルス感染症が感染拡
大している時期にありながらも前年度と同程度の額となったが、人口等の大きな
増加は考えづらく、大幅な増収は⾒込めない。そのような中、新型コロナウイルス
感染症の感染状況や物価高騰等の影響により、依然として先⾏きが不透明な
状況が続く⾒込みであり、新型コロナウイルス感染症関連経費をはじめとする
様々な財政需要に備える必要がある。
そのため、国県支出⾦やふるさと寄附⾦の活⽤により財源確保を⾏いつつ、デ

ジタル化による⾏政事務の効率化や⾏財政改革による既存事業の抜本的な⾒
直しにより、経常的な経費の圧縮に努めていく。
併せて、公共施設アセットマネジメント推進計画に沿った計画的な公共施設の

更新には公共施設維持更新基⾦を活⽤するなど、厳しい財政状況の中でも⾏
政サービスが停滞しないような安定的な財政運営に努めていく。
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【経常収支比率の推移】

【実質公債費比率の推移】 （単位：％）

財政安定化
プラン⽬標値

決算：90.0％以下

※財政指標は普通会計ベースによるもの

（単位：％）

財政安定化
プラン⽬標値
3.0％以下

概 要

今後の⾒通し

※人件費、扶助費、公債費等のように毎年度経常的に支出される経
費に充当された一般財源等を指す。

(元利償還⾦等-普通交付税算⼊公債費等の額)
(標準財政規模-普通交付税算⼊公債費等の額) ×100

(経常経費充当一般財源等※)
(経常一般財源等) ×100

の3か年平均



令和3年度 部の総括・主要事業の実績

※各部の一般会計決算額は、歳出決算額の合計
※「施策名」は宗像市総合計画後期基本計画の施策



総務部

◆地域防災の強化のための訓練や啓発を実施するとともに、自主防災組織の活動強化・支援など防災・減災の取り組みを⾏う。
◆新型コロナウイルス感染症対策等の有事に際し、対策本部としての統括を担い全庁的な対応に取り組む。
◆高齢化の進展などに伴う地域が抱える課題の解決と多様な社会状況の変化などにも対応できる組織を構築するため、デジタル技術
を活用したまちづくりを推進する。
◆社会情勢に適応した新たな機構改編による機能的かつ戦略的な組織運営を⾏う。
◆職員の能⼒向上及び⼈材育成を⾒据えた研修を実施し、様々な⾏政課題に対応していく。
◆紙媒体、マスメディア、インターネットなど発信媒体の特性を生かした情報発信の実施。
◆地域経済活性化のため、⺠有地への企業誘致に取り組む。

運営方針

一般会計決算額 2,592,421千円

施策別重点課題の総括

【防災対策の強化】
・宗像市自主防災組織の防災・減災⼒及び災害時対応⼒向
上のため赤間地区において水害対応訓練を実施した。
・災害時の自主防災組織の活動マニュアルとなる地区防災計画
策定モデル事業を東郷地区において実施し、14の自治会で地
区防災計画を策定した。
・浸水想定区域、土砂災害警戒区域などの危険区域の周知や
防災意識向上のため、地域を対象とした防災講座を実施した。
・防災対応能⼒向上のため、職員を対象に図上訓練を実施し
た。 地区防災計画策定ワークショップ



【情報受発信の充実】
・コロナ禍での緊急を要する情報発信に対応するため、即時性があり情報
弱者にも配慮したテレビデータ放送「dボタン広報誌」サービスを開始した。
・わかりやすい情報発信を目的に、コロナ禍での啓発、イベント等の告知、
子ども大学など市の特色ある取組を、動画を活用して発信した。
・LINEやインスタグラム、広報紙アプリなどデジタル技術を活用した多様な
媒体での情報提供を展開した。

【情報化の推進・情報の適正管理】
・おくやみ窓口開設によるワンストップサービスの実現、子育てや中小企業支援
関係の⼿続きを電子申請可能とし、市⺠サービスの向上を図った。
・市⺠生活の利便性向上のため、情報格差対策としてスマホお助け窓口や地
域におけるスマホ教室を開催した。また、マイナンバーカードへの市⺠図書館利
用カード機能の付加など、利用用途の拡充を検討した。市役所内及び市内大
型商業施設内に申請ブースを設置し、マイナンバーカードの普及促進に努めた。
・テレワークシステムの拡充や内部事務システムの更新に伴い、電子決裁機能を
搭載したシステムを選定することで、テレワーク環境の整備を⾏った。
・庁議をはじめとした会議のペーパーレス化、WEB会議を推進し、省資源化、
業務の省⼒化を進めた。

【計画的かつ効率的な⾏政経営】
・動画面接やWEB面接など先駆的な職員採用試験を⾏い、優秀な⼈材の
確保に努めた。
・社会情勢等の⾏政課題を解決すべく、機構改編により機能的かつ戦略的
な組織運営を⾏った。
・職員の能⼒向上及び⼈材育成のため、各種研修を実施した。

施策別重点課題の総括

地域でのスマホ教室

スマホお助け窓口

テレビデータ放送
「dボタン広報誌」



主要事業の実績

■事業概要■

（一般）2款1項1目 （決算書　40頁）

■実績・成果■

令和２年度 令和３年度 増減

23,311 42,819 19,508

■事業概要■

（一般）2款1項1目 （決算書　41頁）

■実績・成果■

令和２年度 令和３年度 増減

1,484 2,727 1,243

■事業概要■

（一般）2款1項2目 （決算書　44頁）

■実績・成果■

令和２年度 令和３年度 増減

34,486 40,984 6,498

広報事業費

広報紙「むなかたタウンプレス」（月２回発行）やホームページ、LINEやインスタグラムなどを通じて、市の制度や手続き、イベント

などの市政情報をわかりやすく発信する。

事業費（千円）

SNSやアプリを活用した情報提供のデジタル化を推進し、特にプッシュ型の主な情報発信ツールである市公式LINEでは17,429

件（令和4年3月末時点）の登録者に対して年間749件の情報を配信した。また、コロナ禍での緊急事態宣言やワクチン接種

など緊急を要する情報を市民へ迅速に届けるため、情報弱者にも配慮した即時性のある新たなメディアとして、テレビデータ放送「d

ボタン広報誌」サービスを令和3年6月に開始した。

人事課

職員の能力向上及び人材育成のため、各種研修（初任層、階層別等）を実施し、組織に必要な人材を育てる。

事業費（千円）

考課者、被考課者を対象に「人事考課研修」を実施した。

行政課題の解決や業務改善の具体的な手法を学び、やりがいのある仕事を自らデザインできるようワーク・エンゲージメント研修を

実施した。また、コロナ禍においても、学びを止めることがないようe-ラーニング環境を整えた。

秘書政策課

組織運営費

人事管理、職員採用等にかかる事務を行う。

社会情勢に対応した機構改編により機能的かつ戦略的な組織運営を行い、新たな行政課題を解決する。

事業費（千円）

総合適性検査（SPI3）や動画面接、WEB面接などを導入し、民間企業や他自治体に遅れをとらない先駆的な採用試験を行

い、優秀な人材の確保に努めた（新規採用実績 24人（一般行政職20人・土木2人・保健師2人））。

職員の能力を十分に発揮できる働きやすい職場環境の醸成（定時退庁、長時間労働の縮減、ワーク・ライフ・バランス、両立支

援、テレワーク推進、サテライトオフィス整備、ハラスメント対策ほか）に努めた。

職員研修費

人事課



■事業概要■

（一般）2款1項5目 （決算書　48頁）

■実績・成果■

令和２年度 令和３年度 増減

6,499 4,248 ▲ 2,251

■事業概要■

（一般）2款1項10目 （決算書　55頁）

■実績・成果■

令和２年度 令和３年度 増減

0 35,730 皆増

■事業概要■

（一般）2款3項1目 （決算書　61頁）

■実績・成果■

令和２年度 令和３年度 増減

54,390 53,633 ▲ 757

契約事務費

契約検査課

事務の透明性や公平性、公正性を確保し、適正かつ効率的な入札・契約事務を執行する。

事業費（千円）

入札事務の効率化と、入札参加者・発注者双方の事務負担を軽減するため、インターネットを活用した電子入札システム（対象

は工事、コンサル）を構築するとともに、事業者への説明会を開催して周知を図った。

戸籍・住民基本台帳に関する各種届出の受付、審査、記載及び証明（戸籍・住民票・印鑑）の発行を行う。

戸籍届（出生:774件、死亡:1,062件、婚姻:363件、その他:801件）、住民異動届（転入:3,072件、転出:3,076件、

転居:1,379件）の受付と適正な審査・記載を行った。また、証明書等の交付件数は119,185件（窓口:102,124件、コミセ

ン:1,683件、コンビニ:15,378件）であった。

事業費（千円）

デジタル化推進室

デジタル化推進事業費

事業費（千円）

戸籍・住民基本台帳一般事務費

市民課

デジタル技術を活用したまちづくりの推進や効率的な行政運用を実現するため、課題解決に適切なシステムを導入し、安定的な

運用を行う。

国の自治体DX推進計画を具体的に進めていくため、宗像市DX推進方針及びアクションプランを策定、宗像市情報セキュリティポ

リシーを改定した。

職員のDX及びセキュリティ意識を向上させるため、各種研修を実施した。（12回開催）

情報格差対策として、スマホお助け窓口と地域でスマホ教室を開催した。（窓口：22回・196人　教室：4回：41人）



■事業概要■

（一般）2款3項1目 （決算書　62頁）

■実績・成果■

令和２年度 令和３年度 増減

52,847 64,695 11,848

■事業概要■

（一般）9款1項2目 （決算書　123頁）

■実績・成果■

令和２年度 令和３年度 増減

52,833 107,172 54,339

■事業概要■

（一般）9款1項4目 （決算書　124頁）

■実績・成果■

令和２年度 令和３年度 増減

27,509 20,667 ▲ 6,842

防災対策事業費

危機管理課
災害から市民の生命・財産を守るため、地域と協力し防災対策を実施する。地域防災力強化のため、市民の防災意識を高める

とともに、自助・共助の中心となる自主防災組織の活動強化及び人材育成支援を行う。

事業費（千円）

地域防災力向上のため、水害対応訓練（6月:赤間地区）を実施した。新型コロナウイルス感染症の影響で総合防災訓練は

中止したが、メイン会場を予定していた池野地区において、11月に地域防災訓練と関係機関連携訓練を実施した。また、自治

会等を対象とした防災講座を市内各地で15回実施した。あわせて、東郷地区の14の自治会において、災害時の行動マニュアル

となる地区防災計画を策定した。

事業費（千円）

第5分団格納庫（S造2F建99㎡）を新築した。また、村山田の防火水槽（40㎥）を更新した。

消防移動系無線をデジタル化し更新した。

第7分団の消防ポンプ車を更新した。

住民基本台帳事務費

マイナンバー（個人番号）カードの交付事務、並びに住民異動と住民基本台帳ネットワークとの連携、管理を行う。

月1回の休日開庁に加え、市民課内及び市内大型商業施設内にマイナンバーカード申請ブースを設置した。また、国のマイナポイ

ント事業第2弾に対応するため、ポイント申込みに関するブースも設置し、マイナンバーカードの普及促進に努めた結果、前年度に

比べ交付率は大きく上昇した。（令和4年3月末:50.73％、令和3年3月末:36.44％）

市民課

事業費（千円）

消防施設費

危機管理課

市民の生命・財産を火災等の災害から守るため、消防施設、消防団装備の整備及び充実強化を図る。





主要事業の実績

■事業概要■

（一般）2款1項5目 （決算書　47頁）

■実績・成果■

令和２年度 令和３年度 増減

731,063 672,581 ▲ 58,482

■事業概要■

（一般）2款1項9目 （決算書　51頁）

■実績・成果■

令和２年度 令和３年度 増減

12,991 2,764 ▲ 10,227

■事業概要■

（一般）2款1項9目 （決算書　53頁）

■実績・成果■

令和２年度 令和３年度 増減

209,076 149,666 ▲ 59,410

定住化推進事業費

若い世代をターゲットに住宅取得への補助を行い、定住人口の増加を目指す。

事業費（千円）

定住人口の増加を図るため、移住定住PRパンフレットの作成や民間企業と連携した２地域居住者向けページの掲載等を実施し

た。

行革アセットマネジメント推進室

行財政改革アクションプラン及びアセットマネジメント推進計画を推進する。

事業費（千円）

行財政改革アクションプランとアセットマネジメント推進計画の進捗管理を行った。

市民サービスの向上、行政事務の効率化等を目指し、押印見直し方針の策定と押印廃止に取り組んだ。

宗像ユリックスの魅力向上に向けて官民連携パートナーシップ構築事業に取り組み、民間事業者によるアドバイザリーを導入した。

公共施設の包括管理委託の導入準備に取り組んだ。

経営企画課

ふるさと寄附事業費

ふるさと寄附金の確保に努めるとともに、宗像市及び市内特産品を全国へ広め、宗像ファンの獲得及び増加を目指す。

事業費（千円）

ふるさと寄附金は、年末までに寄附した人が年明けに改めて返礼品をオンラインで選ぶことができる仕組みを新たに構築するなど寄

附金の一層の確保に努めたが、前年度を下回る13億7千万円となった。

企業版ふるさと寄附金は、外部委託により県内外企業へのPR活動を行った結果、前年度を上回る46百万円となった。

行財政改革推進費

ふるさと寄附推進室



■事業概要■

（一般）2款1項9目 （決算書　53頁）

■実績・成果■

令和２年度 令和３年度 増減

2,141 1,500 ▲ 641

■事業概要■

（一般）2款1項9目 （決算書　53頁）

■実績・成果■

令和２年度 令和３年度 増減

0 12,584 皆増

■事業概要■

（一般）2款1項9目 （決算書　53頁）

■実績・成果■

令和２年度 令和３年度 増減

0 9,900 皆増

ＳＤＧｓ未来都市計画推進事業費

経営企画課

SDGs未来都市計画推進のための事業の実施と、市民等へのSDGsの啓発に取り組む。

事業費（千円）

海の環境保全の促進と啓発に向けた河川・海洋ゴミ調査を実施したほか、市内の学生等を対象としたSDGs啓発のためのワーク

ショップを開催した。

コロナ禍において、従来から行ってきたまちづくりの方向性の見直しが必要となっている。アフターコロナの時代を見据えて、将来への

投資として行う「宗像の再生」に関する取組みを中心としたまちづくりの方針を定め、持続可能なまちづくりへの取り組みを進めてい

く。

2050年ゼロカーボンの実現と本市が抱える課題解決の両立による「むなかた再生」の実現を目指し、環境省の補助を受け、将来

の温室効果ガス排出量の推計や将来ビジョン、脱炭素シナリオ、再エネ導入目標の作成、それらの実現に向けた取り組みの検討

等を行った。

事業費（千円）

経営企画課

大学連携まちづくり事業費

事業費（千円）

まちづくり将来ビジョン策定事業費

経営企画課

コロナ禍において「大学の魅力向上」、「大学と協働したまちづくりの実践」を図るため、学生や大学との連携を強化する。

学生の力を活用した提案型まちづくりプロジェクト23件、大学や市が抱える地域課題をテーマとした共同研究2件等を実施した。



■事業概要■

（一般）2款2項2目 （決算書　59頁）

■実績・成果■

令和２年度 令和３年度 増減

43,762 18,737 ▲ 25,025

固定資産税課税事務費

固定資産税を課税するために必要な事務費で、家屋評価の実施や土地の異動状況を把握し、課税台帳に登録したうえで納税

通知書を発送する。

登記異動情報、家屋の建築状況等を把握し、新築増築家屋の現地調査及び土地の異動に伴う現地調査等により、適正な課

税台帳を確保した。

令和３年度は３年毎の評価替え年度に当たっており、納税義務者に対し評価替えを反映させた納税通知書を発送した。

税務課

事業費（千円）









主要事業の実績

■事業概要■

（一般）2款1項9目 （決算書　52頁）

■実績・成果■

令和２年度 令和３年度 増減

22,625 20,846 ▲ 1,779

■事業概要■

（一般）2款1項11目 （決算書　55頁）

■実績・成果■

令和２年度 令和３年度 増減

434,271 407,852 ▲ 26,419

■事業概要■

（一般）2款1項13目 （決算書　56頁）

■実績・成果■

令和２年度 令和３年度 増減

1,207 926 ▲ 281

市民活動推進事業費

市民活動・NPOボランティアセンターの運営、地域活性化支援業務、市民活動総合補償制度の運営等により、市民活動を推進

する。

事業費（千円）

昨年度から開始した「宗像、カタロウ～参加、参画、協働による魅力あるまちづくりの基本指針～」に基づき、市民、コミュニティ運

営協議会、市民活動団体、大学、企業など様々な担い手が連携する協働のまちづくりを継続して進めるとともに、オンライン会議

の活用を提案しながらコロナ禍の長期化による地域活動や市民活動の停滞や消滅を招くことがないよう支援を行った。

宗像ユリックス管理運営費

コミュニティ協働推進課

女性活躍推進事業費

女性が自らの意志によって個性と能力を十分に発揮し、仕事・地域・社会活動などさまざまな分野において活動することができるよ

う啓発を行う。

事業費（千円）

「自分らしく活躍できる社会づくりに向けて大切なこと」をテーマに、女性活躍講演会を開催した。

「はたらきたい、仕事について考える」をテーマに、連続セミナーを開催した。

起業・就業支援講座について、産業振興部と連携して実施した。

文化スポーツ課
宗像ユリックスの管理運営に関する業務（宗像ユリックスの指定管理業務委託）と宗像ユリックスの施設改修に関する業務を行

う。

事業費（千円）

令和4年4月からの新たな指定管理業務委託のため、文化芸術の拠点である宗像ユリックスの一層の効果的、効率的な運営を

目指して仕様等の見直しを行った。

市民が安全で快適に宗像ユリックスを利用できるよう、老朽化対策や安全性向上のための改修を行った。

男女共同参画推進課



■事業概要■

（一般）2款1項14目 （決算書　57頁）

■実績・成果■

令和２年度 令和３年度 増減

150,829 152,999 2,170

■事業概要■

（一般）2款1項14目 （決算書　57頁）

■実績・成果■

令和２年度 令和３年度 増減

3,105 2,784 ▲ 321

■事業概要■

（一般）3款1項7目 （決算書　76頁）

■実績・成果■

令和２年度 令和３年度 増減

6,256 6,745 489

コミュニティ協働推進課

コミュニティ調整事務費

事業費（千円）

人権教育啓発事業費

人権対策課

コミュニティ政策協議及びコミュニティ間の重要事項に関する協議・調整に関する協議を行う。

持続可能なコミュニティ活動を目指し、引き続き島根県雲南市など地域の最前線で活躍する外部講師を招き、オンライン等も活

用しながら、コミュニティ運営協議会役員、自治会長等を対象とした研修をテーマ別に3回開催した。

市民一人一人が人権尊重の精神を育み、人権が尊重された社会を構築するため、人権教育や人権啓発、人権研修会等を実

施する。

宗像市人権教育・啓発基本計画に基づき、関係団体等と連携した街頭啓発活動や、人権講演会を実施したほか、市立学校

等と連携し、人権作文・標語・ポスターの募集、人権の花運動、人権映画上映を実施した。また、市内事業所等に市人権啓発

指導員を派遣し人権研修会を開催した。併せて、特定職業従事者である市職員・教職員人権研修会を開催し、職員等の人権

意識の高揚を図った。

事業費（千円）

コミュニティ活動推進事業費

コミュニティ協働推進課

12地区コミュニティ運営協議会の運営及びコミュニティ・センターの管理運営に係る経費

事業費（千円）

各地区コミュニティ運営協議会のコミュニティ活動やコミュニティ・センターの運営に対する支援をしっかりと行うとともに、各地区コミュニ

ティ運営協議会が地域の特性に応じた地域課題を主体的に解決できるよう支援を行った。また引き続き新型コロナウイルス感染

症対策について事務局長会議等でその局面に応じた対応についての協議を行った。



■事業概要■

（一般）4款2項2目 （決算書　96頁）

■実績・成果■

令和２年度 令和３年度 増減

434,988 433,202 ▲ 1,786

■事業概要■

（一般）4款2項5目 （決算書　98頁）

■実績・成果■

令和２年度 令和３年度 増減

10,610 9,331 ▲ 1,279

■事業概要■

（一般）10款6項1目 （決算書　151頁）

■実績・成果■

令和２年度 令和３年度 増減

13,900 14,770 870

環境課
循環型社会の形成に向け、３Ｒ（リユース、リデュース、リサイクル）の取組みを推進し、ごみの減量化・資源化及び適正処理に

ついて周知・啓発を行う。

事業費（千円）

食品ロス削減のため、フードドライブを引き続き行った。また、すぐに食べる商品は消費期限が早いものを積極的に選ぶ「てまえどり」

のポップを作成し、各店舗に掲示の協力をいただいた。ごみ減量について、広報紙に掲載するとともにリサイクルショップを実施するな

ど３Ｒの取組みを行った。家庭ごみの出し方パンフレットに加え、LINEの機能を活用し、ごみの出し方、リサイクル方法を周知し

た。

塵芥処理事業費

一般廃棄物（ごみ）処理基本計画に基づき、一般廃棄物の収集運搬及び処理を適切かつ効率的に行う。

コロナ禍においても、感染症対策を徹底することで、ごみ収集を継続し、市民の生活環境の維持に努めた。

ごみ排出のルールを広報紙等に掲載し、周知を行った。

環境課

事業費（千円）

ごみ減量・リサイクル推進事業費

市民スポーツ活動推進事業費

文化スポーツ課
宗像市スポーツ推進計画が掲げる「スポーツで笑顔・元気あふれるまちづくり」を実現するため、ライフステージや個人の適性や健康

状態に応じて、自主的・自発的に楽しくスポーツや運動を実践し、習慣化できるよう各種事業を行う。

事業費（千円）

スポーツサポートセンターの取り組みとして、小学校への講師派遣、指導者講習会などの子どもの体力向上につながる取り組み、

様々な年代を対象にした各種プログラムを提供し、市民のスポーツ・運動活動を支援した。また、個人でウォーキングをしている人を

支援する「つながりヘルスケア事業」の取り組みの一つとして、ウォーキング大会を開催した。併せて、小学5年生を対象にした海洋

性スポーツ体験事業を行い、子ども達に海に親しむ機会を提供した。



■事業概要■

（一般）10款6項1目 （決算書　152頁）

■実績・成果■

令和２年度 令和３年度 増減

4,229 55,263 51,034

■事業概要■

（一般）10款6項2目 （決算書　153頁）

■実績・成果■

令和２年度 令和３年度 増減

51,389 178,737 127,348

体育施設改修事業費

文化スポーツ課

市民が安全で快適に体育施設を利用できるよう、老朽化対策や安全性向上のための改修を行う。

事業費（千円）

市民が安全かつ快適に体育施設利用し、健康増進につながるよう、供用開始から40年を経過し老朽化した、宗像中央公園野

球場の大規模改修をはじめ、市内体育施設の部分的な改修や修繕を適宜行った。

スポーツ観光推進事業費

文化スポーツ課
スポーツを通じて地域の活性化や観光の推進を図るとともに、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会を活用した国際交流

と機運醸成を行う。

事業費（千円）

新型コロナウイルス感染症拡大のため、延期となった東京2020オリンピック・パラリンビック競技大会においては、市内公道をコースと

する聖火リレーの実施は中止されたものの、ロシア女子７人制ラグビー及びブルガリア柔道代表の事前キャンプを受け入れ、その滞

在中に新型コロナウイルス感染症対策を講じながら選手と市内小学生とのオンライン交流により、国際交流を実施し、大会終了

後は聖火トーチをはじめとしたオリンピック・パラリンピックの所縁の品々を市内全ての小中学校において巡回展示を行い、レガシー継

承に努めた。

また、国際大会交流事業として、世界新体操選手権大会（北九州市で開催）に出場したブルガリア新体操代表と市内で活動

する新体操クラブとの交流を実施した。さらに、オリンピックホストタウンとしての市民との国際交流事業では、ブルガリアの柔道や新

体操クラブ及びカザンラック舞踊団との交流、ブルガリアの生活習慣や文化を学ぶ市内小学校や学童保育所との交流等の事業を

実施した。



健康福祉部

少⼦⾼齢化や核家族化の進⾏など、地域を取り巻く環境が変化し、地域での⼈と⼈とのつながりが希薄になり、個⼈や家族、地域が
抱える問題は多様・複雑化している。このような社会において、⼦どもから⾼齢者まで、障がいのある⼈もない⼈も、すべての市⺠が住み
慣れた地域で安心して、健康に暮らせる地域社会を形成するため、総合計画に掲げる４本の施策に沿って、市⺠と協働しながら、保
健・医療・福祉分野に係る事業に取り組む。

【健康づくりの推進】
・特定健診やがん検診等の受診率向上に努め、前年度より若⼲
回復した。
・特定保健指導等を継続して実施し、生活習慣病予防及び重
症化予防を図った。
・うつ病の早期発⾒・早期対応、正しい知識の普及啓発のため、
からだの健診に合わせてこころの健康チェックを⾏い、他の窓⼝と連
携して相談⽀援を⾏った。
・コミュニティの健康教室等、地域で自主的に健康づくりに取り組む
団体に、専⾨職を派遣して体⼒テストや健康教育等を⾏い、自ら
の健康状態を知り、日頃の健康づくりの取り組みに活かせるよう⽀
援を⾏った。
・健康づくりリーダーやゲートキーパーら、地域⼈材の育成のため講
座を開催し、計60⼈が受講した。
・ライフスタイルにあった健康的な生活習慣を習得することができる
よう、知識啓発や情報発信に努めた。

運営方針

一般会計決算額 8,713,791千円

施策別重点課題の総括

健康づくりリーダー養成塾講座
（ニギニギ体操・⾻密度測定体験）

知識啓発・情報発信チラシ
（自宅でできる体操）



【安⼼できる医療体制の充実と社会保険制度の健全運営】
・県から提⽰された国保事業費納付⾦に対して、被保険者負担に配慮した国保税率
を設定したほか、保険者努⼒⽀援交付⾦等の歳⼊の確保に努め、国⺠健康保険を
安定的かつ自律的に運営した。
・データヘルス計画に基づき、医療費適正化事業を積極的に推進し、新たな取り組み
として健康・医療動画を配信した。
・安心して⾝近な場所で医療サービスを受けることができるよう、休日、夜間における救
急医療体制や離島での医療機会を確保した。
・感染症の発症予防と蔓延防止体制づくりについては、「新型コロナウイルス感染症対
策本部」として、県保健所をはじめ三師会等と連携しまん延防止に努めた。併せて、新
型コロナワクチン接種推進室においてワクチン接種を推進し、感染の拡大防止、重症
化防止を図った。
・介護保険料の適正な設定・徴収や事業所への実地指導の実施、認知症対応型共
同生活介護事業所の整備など、着実に第８期介護保険事業計画を推進するととも
に、介護を必要とする被保険者や家族の意向に応えられるよう、迅速な介護認定手
続きを⾏った。

【高齢者の健康づくり、生きがいづくり、場づくり】
・住⺠主体の介護予防活動が活発に取り組めるよう、住⺠運営の通いの場づくりや活
動を⽀援し、27団体、延べ8,446⼈が参加した。
・保健事業と介護予防の一体的実施により、健康寿命の延伸のための保健事業に取
り組み、フレイル等の⾼齢者の心⾝の多様な課題に応じて医療や介護予防事業などの
サービスにつなぎ、きめこまやかな⽀援を⾏った。
・シルバー⼈材センターへの就業開拓や会員確保を中心とした運営⽀援を⾏い、コロナ
禍の中、会員数、受注件数ともに微減に留めることができた。
・シニアクラブへの会員確保や会員の健康づくり、地域の担い手の育成等に対する運営
⽀援を⾏った。

施策別重点課題の総括
健康・医療動画配信

新型コロナウイルスワクチン集団接種会場

地域介護予防教室



【⾃⽴した生活の⽀援】
・障がい者（児）やその家族の多様なニーズに対応した相談⽀援体制の充
実を図るとともに、障害者介護給付事業や障害者訓練等給付事業などの障
害福祉サービス等を適切に実施した。地域の複数の機関、事業所が連携し
て緊急時の対応等を⾏う地域生活⽀援拠点の整備を進めるなど、地域で⾒
守り、⽀え合う仕組みづくりを進めた。このような取り組みにより、地域生活に
特に困難を有する医療的ケア児者、重症心⾝障害児者の日中活動⽀援や、
家族へのレスパイトサービスなどを拡充し、重い障がいがあっても、地域で安心
して暮らせる環境をづくりを⾏った。
・令和3年度から本格始動した被保護者に対しての健康管理⽀援事業につ
いては、健康や精神の不安等、被保護者世帯の実態を踏まえ、頻回受診指
導、健診受診勧奨、医療機関受診勧奨、保健指導･生活⽀援及び⻑期
⼊院患者の調査を適正に⾏い、被保護者の健康保持及び増進を図ると共
に医療扶助費の適正給付が図られた。
・生活困窮者（社会的孤⽴の状態にある⽀援を必要とする者も含む。）に
対する関係各課・関係機関と連携した相談⽀援体制をより強化し、就労⽀
援や家計改善⽀援など、自⽴した生活に向けた⽀援に努め、就労につなぐこ
とができた。
・日常生活圏域を担当する地域包括⽀援センター６か所すべて及び基幹型
地域包括⽀援センターを設置して３年⽬に⼊ることから、地域包括⽀援セン
ター職員の⼈材育成を中心とした地域包括⽀援センターのより一層の充実を
図った。
・国が策定した認知症施策推進大綱に沿って認知症施策に取り組むなか、と
くに「チームオレンジ」の設置に着手し、令和４年度から具体的展開を図るに
あたっての土台を構築した。
・生活⽀援体制整備事業等による多様な主体の参画による日常生活⽀援
体制の充実を図った。

施策別重点課題の総括

生活⽀援課窓⼝等に設置の
名刺サイズカード

生活困窮者相談ブースでの生理
用品配布



主要事業の実績

■事業概要■

（一般）3款1項2目 （決算書　70頁）

■実績・成果■

令和２年度 令和３年度 増減

1,674,485 1,817,309 142,824

■事業概要■

（一般）3款1項2目 （決算書　71頁）

■実績・成果■

令和２年度 令和３年度 増減

748,203 799,601 51,398

福祉課

障がいのある人の就労や自立生活を支援するために、それぞれの障がい特性に応じた障害福祉サービスを提供する。

事業費（千円）

就労移行支援、就労継続支援事業など、障がい特性に応じた障害福祉サービスを提供し、障がいのある人の社会参加や経済

的自立に向けた支援を行った。

その結果、障がいのある人の就業機会の確保、就労を通じた社会参加につながり、14人の一般就労が実現した。

障害者介護給付費

障がいのある人が、地域で自立した生活が送れるよう、相談支援計画に基づいた障害福祉サービスを提供する。

事業費（千円）

相談支援計画に基づいた居宅介護、生活介護、放課後等デイサービスなど、それぞれの生活状況に応じた適正な障害福祉サー

ビスを提供し、障がい者（児）の日常生活を支援した。障がい児の療育ニーズの増加や、医療的ケア児の療育ニーズに対応し

て、障害児通所支援事業所の新設、定員増を支援した。

障害者訓練等給付費

福祉課



■事業概要■

（一般）3款1項8目 （決算書　77頁）

■実績・成果■

令和２年度 令和３年度 増減

12,670 19,101 6,431

生活困窮者自立支援事業費

生活困窮者が困窮状態から脱却できるよう、自立相談支援（就労支援を含む）、家計改善支援、住居確保給付金の支給な

ど包括的な支援を実施する。

事業費（千円）

新型コロナウィルス感染症の影響により、令和２年度と同様に、例年の２倍の件数の相談を受けた。失業、多重債務、家族の問

題（ひきこもりなど）など、複合的な相談も多いため、さまざまな視点から相談者一人ひとりに寄り添った継続的支援を行った。事

業費増額の主な要因は、相談員の1名増員と過年度返還金によるものである。

生活支援課



■事業概要■

（一般）4款1項2目 （決算書　88頁）

■実績・成果■

令和２年度 令和３年度 増減

10,547 1,115,229 1,104,682

新型コロナウイルスワクチン接種事業費

健康課
新型コロナウイルス感染症の発症を予防し、死亡者や重症者の発生をできるだけ減らし、結果として新型コロナ感染症のまん延の

防止を図ることを目的とし、ワクチン接種事業を行う。

事業費（千円）

令和3年5月から本格的に市民に対する初回(1、2回目)接種を実施、感染症のまん延防止を図った。また、ワクチンの重症化予

防効果が経時的に低下する可能性があったことから、令和4年1月から市民に対する追加(3回目)接種を開始し、さらなる感染症

のまん延の防止に努めた。



■事業概要■

（一般）4款1項2目 （決算書90頁）

■実績・成果■

令和２年度 令和３年度 増減

0 113,476 皆増

■事業概要■

（一般）4款1項3目 （決算書　91頁）

■実績・成果■

令和２年度 令和３年度 増減

63,124 79,253 16,129

新型コロナウイルス感染症対策事業費

健康課 福岡県が新型コロナウイルス感染症拡大防止の施策として実施する検査実施事業を補完するため、市独自で市民及び保育・介

護・障がい者施設等に従事する職員対象に、定期及び臨時的にPCR検査を実施し、社会活動が継続できるための検査体制を

構築した。
事業費（千円）

令和3年５月から、検査を希望する市内の保育・介護・障がい者施設等（入所・通所含む）の職員を対象に、新型コロナウイル

ス感染症の集団発生を予防すると共に、安心してサービス提供が継続できることを目的に、定期的及び臨時的にPCR検査を実

施した。結果、延7,869人が検査を行い、9人（陽性率：0.1％）が“陽性疑い”となった。また、令和4年1月からは、オミクロン

株の特徴を踏まえ、無症状の市民を対象に特に感染者が多い若い世代の無症状者の早期発見・早期対応の強化を目的に

PCR検査を実施。14,686件の希望者に配布、検査提出件数は1,265件、“陽性疑い”は24件（陽性率：1.9％）であった。

健診・保健指導事業費

健康課
各種がん検診（肺・胃・大腸・子宮頸部・乳がん・前立腺）のほか、歯周疾患、骨粗しょう症などの節目健診を実施した。

事業費（千円）

健診（検診）対象者への案内通知やわかりやすい健康ガイドの作成等、受診率向上につながる取組を推進した。

各地区コミュニティ・センターやメイトム宗像で地域健診を年35回（うち土・日曜日3回）、宗像医師会病院健診センターでの健

診を年104回実施した。がん検診の精密検査未受診者全員に対し、精密検査の受診勧奨を行った。

がん検診の受診者数

R1
（新型コロナ影響前）

R2 R3

胃がん 40歳～ 3,614 2,311 2,791 120.8

肺がん 40歳～ 5,649 3,906 4,852 124.2

大腸がん 40歳～ 5,829 4,016 5,043 125.6

乳がん 40歳～：女性 2,516 1,787 2,197 122.9

子宮頸がん 20歳～：女性 3,077 2,535 2,767 109.2

20,685 14,555 17,650 121.3

前年度比（％）
[R2→R3]

５がん合計

項目 対象年齢

受診者数（人）



■事業概要■

（一般）4款1項3目 （決算書　93頁）

■実績・成果■

令和２年度 令和３年度 増減

0 5,962 皆増

■事業概要■

（一般）5款1項1目 （決算書　99頁）

■実績・成果■

令和２年度 令和３年度 増減

9,010 10,010 1,000

高年齢者の生きがいを得るための就業や、社会参加による地域社会の福祉向上と活性化を図るシルバー人材センターを支援す

るため、補助金を交付する。

定年退職者等の高年齢者に、臨時的かつ短期的又はその他の軽易な業務を提供するとともに、ボランティア活動をはじめとするさ

まざまな社会参加を通じて、高年齢者の健康で生きがいのある生活の実現と地域社会の福祉の向上と活性化を図った。

厚生労働省の高齢者活用・現役世代雇用サポート補助金（国と市が半額負担）を活用して専任職員を雇用し、女性会員を

含む会員数増と新規就業先の開拓支援を行った。

事業費（千円）

健康課

保健・介護予防一体的事業費

事業費（千円）

シルバー人材センター補助費

高齢者支援課

高齢者を対象に、介護予防と生活習慣病予防等の保健事業の一体的取り組みを推進し、高齢者の心身の多様な課題に対応

したきめ細やかな支援につなげ、健康寿命の延伸と医療費の適正化を図る。

住民主体の通いの場に保健師、管理栄養士、歯科衛生士等が関わり、フレイル予防に関する健康教育や健康相談を行った。

医療、健診、介護等のデータ分析を行い、地域及び高齢者の健康課題の把握を行った。

生活習慣病や低栄養等の健康課題を抱える高齢者を把握し、個別の保健指導を行った。また、状況に応じて医療・介護サービ

スや介護予防の通いの場につなげる支援を行った。



■事業概要■

（国保・事業）8款1項1目 （決算書　193頁）

■実績・成果■

令和２年度 令和３年度 増減

60,295 66,654 6,359

特定健診・特定保健指導事業費

国民健康保険の被保険者（30～74歳)に対し、特定健診、基本健診及び特定保健指導を実施した。また、健診結果をもと

に、ハイリスク者に対し、保健指導を実施する。

健診対象者を過去のデータをもとにＡＩで分析し、タイプ別に健診案内を行うとともに、宗像医師会と連携し、かかりつけ医からの

受診勧奨を推進するなど、受診率向上につながるよう努めた。

生活習慣病予防のため、健診結果から国の基準に基づき抽出した対象者に対し、受診や服薬状況を把握したうえで個人に合っ

た保健指導を実施した。

健康課

事業費（千円）


